
山中議員の質問と知事の答弁（要旨）

山
中
県
議
が
一
般
質
問

廃
炉
の
決
断

こ
そ
必
要
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６
月
県
議
会
で
日
本
共
産
党
は
、
山
中
た
い
子
議
員
が
一
般
質
問

に
立
ち
、
大
井
川
和
彦
知
事
に
た
い
し
東
海
第
２
原
発
の
再
稼
働
は

認
め
ず
、
廃
炉
を
決
断
す
る
よ
う
迫
り
ま
し
た
。
大
井
川
知
事
は
廃

炉
へ
の
明
言
は
避
け
、
再
稼
働
の
判
断
に
つ
い
て
は
「
県
民
の
意
見

に
し
っ
か
り
と
耳
を
傾
け
て
い
く
」
と
繰
り
返
し
ま
し
た
。

　

山
中
議
員
は
「
前
知
事
に
提

出
さ
れ
た
31
万
筆
を
超
え
る
再

稼
働
反
対
の
署
名
や
、
現
知
事

へ
の
６
万
筆
を
超
え
る
運
転
延

長
反
対
署
名
な
ど
を
ど
う
受
け

止
め
て
い
る
の
か
」
と
質
問
。

知
事
は
「
私
が
知
事
に
就
任
し

て
以
降
、
署
名
や
要
望
書
、
は

が
き
等
を
多
数
頂
戴
し
て
お

り
、
い
ず
れ
も
県
民
の
ご
意
見

と
し
て
重
く
受
け
止
め
て
い

る
」
と
答
え
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
　

◇

　

原
子
力
規
制
委
員
会
は
７
月

４
日
、
基
準
に
適
合
す
る
と
し

て
審
査
書
案
を
了
承
し
ま
し
た

が
、
県
民
世
論
の
多
数
は
再
稼

働
に
反
対
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

ま
で
県
内
44
市
町
村
の
う
ち
、
６

割
を
超
え
る
28
議
会
で
、
運
転
延

長
や
再
稼
働
に
反
対
、
も
し
く
は
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廃
炉
を
求
め
る
意
見
書
を
可
決
し

て
い
ま
す
。

　

６
月
19
日
に
は
、
新
安
全
協

定
で
再
稼
働
の
事
前
了
解
権
を

得
て
い
る
水
戸
市
の
議
会
が
、

「
住
民
理
解
の
な
い
再
稼
働
を

認
め
な
い
」
と
の
意
見
書
を
賛

成
多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

　

６
月
議
会
に
は
、「
核
燃
料
サ

イ
ク
ル
の
必
要
性
の
明
確
化
」
を

求
め
る
意
見
書
が
、
自
民
党
、
自

民
県
政
ク
ラ
ブ
、
県
民
フ
ォ
ー
ラ

ム
（
国
民
民
主
党
）
の
３
会
派
か

ら
提
出
さ
れ
ま
し
た
。
核
燃
料
サ

イ
ク
ル
の
中
核
施
設
の
「
も
ん

じ
ゅ
」
は
事
故
続
き
で
廃
炉
が
正

式
決
定
し
て
い
ま
す
。

　

江
尻
か
な
議
員
は
討
論
で
、「
核

燃
料
サ
イ
ク
ル
政
策
の
破
た
ん
は

す
で
に
明
ら
か
。
高
速
炉
『
常
陽
』

（
大
洗
町
）
も
『
も
ん
じ
ゅ
』
と

同
様
、
廃
炉
に
す
べ
き
」
と
の
べ
、

反
対
を
表
明
し
ま
し
た
。
意
見
書

は
日
本
共
産
党
以
外
の
賛
成
多
数

で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

日
本
共
産
党
は
、
原
発
推
進
の

「
第
５
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

案
」
の
見
直
し
を
求
め
る
意
見
書

を
提
出
。「
脱
原
発
の
世
論
と
世

界
の
流
れ
に
逆
行
す
る
」
と
可
決

を
主
張
し
ま
し
た
が
、
反
対
多
数

で
否
決
と
な
り
ま
し
た
。

「再稼働・運転延長は認めない」
県内６割超える 議会で意見書可決28

〈知事〉

〈知事〉

〈知事〉

　――原発推進の３大スローガン、「安全・安い・クリーン」
は崩壊している。「安全」でないことは福島原発事故で証明
された。さらに莫大な廃炉費用、原発事故による環境汚染、
行き場のない大量の核のゴミの実態をみれば明らか。知事は
原発が「安全・安い・クリーン」であることを信じているのか。

　――新たな「県総合計画」には原発のない、新しい茨城に
チャレンジすると明記すべきではないか。東海第２原発の再
稼働を認めず、原発ゼロをめざす決断を求める。

　――（再質問）国の立場を述べているだけで、質問に答え
ていない。

国の総合資源エネルギー調査会の試算では、原発コス
トは火力発電や再生エネルギーと比べて低コスト。運
転時にＣＯ2を排出しないクリーンエネルギーとされ
ている。

安全の確保や、万一に備えた実効性のある防災体制の
構築を大前提として、県民の声にしっかりと耳を傾け、
安心、安全の観点から慎重に対応してまいりたい。

日本原電の経営体質については、コメントできる立場
にない。

日本共産党以外の
賛成で可決「必要性」求める意見書

「核燃料サイクル」破たん明らかな

東海第２原発をめぐる
意見書の可決状況
28市町村議会
（2018年６月現在）

再稼働・運転延長反や
廃炉を求める意見書を可決

新安全協定により
再稼働の事前了解
を得る６市村

東海第２原発

日立市

水戸市

那珂市
東海村

常陸太田市

ひたちなか市

30㌔

　――日本原電は 1,740 億円の安全対策工事費すら、自力で
調達できず、東電の資金援助をあおぐ。
　――（再質問）東電は、飯館村や浪江町の住民の慰謝料増
額の和解協議を打ち切り、自治体に対する損害賠償支払いも
ないがしろにしている。請求額に対する支払いは、水戸市で
45％、つくば市は 12％、阿見町はわずか５％。その東電か
ら支援を受けなければならない日本原電に、原発を再稼働さ
せる資格や経理的能力があるのか。

60㌔



宅地開発で人口増、
老朽校舎などの建て替え課題に

（
６
月
７
日
）

一
般
質
問
に
た
つ
山
中
た
い
子
県
議

地
域
住
民
の
要
望
に
沿
っ
た

公
共
活
用
を
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６
月
議
会
で
大
井
川
知
事
は
、
保
健
所

の
機
能
強
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
い
い

な
が
ら
、
保
健
所
数
を
「
現
在
の
12
カ
所

か
ら
９
カ
所
に
再
編
し
、
来
年
４
月
か
ら

実
施
す
る
」こ
と
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

　

山
中
た
い
子
議
員
は
一
般
質
問
で
、「
保

健
所
が
廃
止
さ
れ
遠
く
な
れ
ば
、
高
齢
者

や
精
神
障
害
者
な
ど
が
身
近
に
サ
ー
ビ
ス

が
受
け
ら
れ
な
く
な
る
」
と
指
摘
。「
過

去
に
も
18
ヵ
所
あ
っ
た
保
健
所
を
14
カ

所
、
さ
ら
に
現
在
の
12
カ
所
と
削
減
し
て

き
た
。『
選
択
と
集
中
』
の
名
で
住
民
サ
ー

ビ
ス
を
削
る
こ
と
に
他
な
ら
な
い
」
と
批

判
し
ま
し
た
。

　

種
子
の
安
定
供
給
を
都
道
府
県
に
義
務

付
け
て
き
た
種
子
法
が
３
月
末
で
廃
止
さ

れ
、
農
家
か
ら
不
安
や
危
惧
の
声
が
上

が
っ
て
い
ま
す
。Ｊ
Ａ
水
戸
の
組
合
長
は

「
廃
止
の
影
響
は
10
年
先
ぐ
ら
い
か
ら
ジ

ワ
ジ
ワ
で
て
く
る
」
と
話
し
て
い
ま
す
。

　

一
般
質
問
で
山
中
た
い
子
議
員
は
、「
種

子
は
基
礎
的
な
生
産
資
材
。
種
子
法
の
も

と
で
公
的
種
子
の
価
格
は
抑
え
ら
れ
て
き

　
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て

建
設
さ
れ
た
「
筑
波
研
究
学
園

都
市
」
は
、
宿
舎
廃
止
と
民
間

売
却
で
宅
地
開
発
が
す
す
ん
で

い
ま
す
。
大
学
や
研
究
機
関
、

国
家
公
務
員
宿
舎
を
中
心
に
形

成
さ
れ
た
街
は
、
２
０
１
１
年

の
宿
舎
削
減
計
画
に
よ
っ
て
、

研
究
者
向
け
宿
舎
が
次
々
廃
止

さ
れ
、
７
千
戸
か
ら
１
２
０
０

戸
に
ま
で
削
減
さ
れ
ま
し
た
。

●
種
子
条
例
を
制
定

　
　
埼
玉
県
、
新
潟
県
、
兵
庫
県

●
条
例
制
定
を
検
討

　
　
長
野
県
、
北
海
道

◆常陸大宮保健所→ひたちなかに統合
◆鉾田保健所→潮来に統合
◆常総保健所→常総市をつくば、下妻市と八
　千代町を筑西、坂東市を古河に管轄を再編

保健所残して

県が統廃合計画（12カ所→９カ所）
関　係
自治体

種子法廃止で高騰は必至

存続求める意見書問われる県の役割

種子があぶない中高生の部活動

国
家
公
務
員
宿
舎
廃
止
後
の
ま
ち
づ
く
り

保健所統廃合計画の主な内容

　

関
係
自
治
体
は
、

「
感
染
症
発
生
時
等

の
迅
速
な
対
応
が
懸

念
」（
鉾
田
市
）、「
行

政
の
使
命
を
忘
れ
た

策
」（
常
総
市
）、「
県

北
地
域
の
過
疎
を
さ

ら
に
促
進
」（
大
子

町
）、「
各
種
相
談
・

申
請
手
続
き
に
係
る

懸
念
」（
常
陸
大
宮

市
）
な
ど
、
存
続
を

求
め
る
意
見
書
を
可

決
し
て
い
ま
す
。

た
。
民
間
種
子
が
広
が
れ
ば
、
コ
ス
ト
の

高
騰
は
必
至
」
と
指
摘
し
、
引
き
続
き
県

が
稲
・
麦
・
大
豆
種
子
の
生
産
に
取
り
組

む
こ
と
を
明
確
化
し
た
種
子
条
例
の
制
定

を
求
め
ま
し
た
。
大
井
川
知
事
は
「
県
Ｊ

Ａ
や
関
係
団
体
か
ら
、
法
廃
止
後
も
種
子

の
安
定
確
保
の
た
め
に
県
の
役
割
を
担
っ

て
ほ
し
い
と
要
請
を
受
け
て
い
る
。
要
綱

を
策
定
し
、
引
き
続
き
種
子
生
産
に
取
り

組
む
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

日
本
共
産
党
は
「
種
子
法
の
復
活
を
求

め
る
意
見
書
」
を
提
出
し
ま
し
た
が
、
反

対
多
数
で
否
決
と
な
り
ま
し
た
。

　

つ
く
ば
エ
ク
ス
プ
レ
ス
は
開
業
13
年

目
で
、
１
日
当
た
り
の
輸
送
人
員
が
37

万
人
で
す
。
２
０
１
７
年
度
決
算
は
、

純
利
益
が
46
億
円
と
過
去
最
高
を
更
新

し
て
累
積
損
失
を
解
消
。
９
期
連
続
の

黒
字
で
す
。

　

Ｔ
Ｘ
の
東
京
延
伸
は
、
交
通
政
策
審

議
会
が
２
０
１
６
年
に
答
申
。
知
事
は

県
内
延
伸
を
公
約
し
て
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　

◇

　

山
中
県
議　
Ｔ
Ｘ
建
設
費
に
８
０
８

１
億
円
を
要
し
、
う
ち
８
割
が
無
利
子

貸
し
付
け
で
あ
る
。
本
県
も
９
６
９
億

円
を
拠
出
し
て
い
る
。
東
京
延
伸
の
工

　

竹
園
３
丁
目
の
宿
舎
跡
地
に
は
マ
ン
シ
ョ
ン
や
戸

建
て
住
宅
が
建
ち
並
び
、
子
育
て
世
代
も
増
加
し
て

学
校
は
過
密
状
態
で
す
。
老
朽
化
し
た
小
中
学
校
や

保
育
所
・
児
童
館
・
交
流
セ
ン
タ
ー
の
建
て
替
え
も

課
題
で
す
。

　

小
中
学
校
に
隣
接
す
る
Ｕ
Ｒ
都
市
再
生
機
構
所
有

の
宇
宙
開
発
事
業
団
（
Ｊ
Ａ
Ｘ
Ａ
）
宿
舎
跡
地
（
１

万
㎡
）
の
売
却
計
画
を
知
っ
た
地
元
自
治
会
や
Ｐ
Ｔ

Ａ
、
保
育
所
・
学
童
保
育
所
の
父
母
会
な
ど
の
８
団

体
は
５
月
22
日
、
つ
く
ば
市
が
公
共
用
地
と
し
て
取

得
す
る
こ
と
を
申
し
入
れ
ま
し
た
。

　

山
中
議
員
は
一
般
質
問
で
、
学
園
都
市
建
設
を
国

と
推
進
し
た
県
に
対
し
、「
地
域
住
民
の
意
向
に
そ
っ

て
、
宿
舎
跡
地
を
公
共
活
用
で
き
る
」
よ
う
国
へ
の

働
き
か
け
を
求
め
ま
し
た
。

　

大
井
川
知
事
は
、「
今
後
国
有
地
も
含
め
、
市
か

ら
土
地
取
得
の
意
向
が
示
さ
れ
、
県
に
協
力
依
頼
が

あ
れ
ば
、
可
能
な
支
援
を
検
討
し
て
い
く
」
と
答
弁

し
ま
し
た
。

通学定期代の引き下げを
事
費
は
出
て
い
る
の
か
。

　

交
通
政
策
課
長　
国
の
答
申
で
１
４

０
０
億
円
と
示
さ
れ
て
い
る
。
東
京
延

伸
で
、
関
西
圏
も
含
め
た
全
国
と
の
ア

ク
セ
ス
利
便
性
が
向
上
し
、
本
県
の
発

展
へ
の
貢
献
が
期
待
で
き
る
。 

　

山
中　
Ｔ
Ｘ
の
混
雑
解
消
、
定
期
代

引
き
下
げ
の
要
望
に
応
え
る
べ
き
。

　

交
通
政
策
課
長　
会
社
の
累
積
損
失

は
解
消
さ
れ
た
が
、
５
７
０
０
億
円
の

借
金
が
残
っ
て
い
る
。
今
後
、
修
繕
な

ど
の
費
用
も
か
さ
ん
で
く
る
。
定
期
代

引
き
下
げ
は
沿
線
市
も
要
望
し
、
会
社

も
わ
か
っ
て
い
る
。
長
期
的
な
視
点
も

必
要
で
、
会
社
の
動
向
を
見
守
る
。

つ
く
ば

Ｊ
Ａ
Ｘ
Ａ

宿
舎
跡
地

総
務
企
画
委
で
質
疑

つくばエクスプレス

　

県
教
育
委
員
会
は
５
月
、
中
高
生
の
運

動
部
活
動
の
休
養
日
や
活
動
時
間
の
目
安

な
ど
を
示
し
た
方
針
を
発
表
し
ま
し
た
。

「
教
育
と
し
て
の
豊
か
な
部
活
と
は
？
」

と
原
点
を
問
い
直
す
き
っ
か
け
に
な
る
も

の
と
し
て
、
日
本
共
産
党
県
議
団
は
県
の

取
り
組
み
を
歓
迎
し
ま
す
。

　

方
針
は
、
休
養
日
を
中
学
校
は
週
２
日

以
上
設
け
る
こ
と
や
外
部
指
導
員
の
活
用

朝
練
習
を
原
則
禁
止

県教委「運営方針」を発表

適切な休養日の設定

な
ど
を
掲
げ
、
県
独
自
の
方
針
と
し
て

始
業
前
の
朝
練
習
を
原
則
禁
止
と
し
て

い
ま
す
。
今
後
、
市
町
村
教
委
や
各
学

校
で
検
討
さ
れ
ま
す
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の

部
活
動
や
生
徒
の
自
主
性
を
尊
重
す
る

こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

　

県
議
団
は
、
教
員
の
長
時
間
勤
務
の

改
善
に
も
つ
な
が
る
と
し
て
部
活
動
の

見
直
し
を
求
め
て
き
ま
し
た
。
中
学
校

教
員
の
平
均
勤
務
時
間
が
１
日
12
時
間

15
分
（
県
教
委
２
０
１
７
年
調
査
）
と

極
端
に
長
く
な
っ
て
い
ま
す
。


